
 

 

［成果情報名］農村女性起業による直売所の多角化の推進方向 

［要約］農村女性起業による直売所の多角化は加工調理事業から流通販売事業へと進行す

る。多角化の推進には、加工調理事業に必要な施設整備を直売所開設後早期に行うこと、

運営組織員の責務・作業分担に基づく流通販売事業の実施体制の形成が重要である。 

［キーワード］農村女性起業、直売所、多角化、加工調理事業、流通販売事業 

［担当］東北農研・東北地域活性化研究チーム 

［代表連絡先］電話 019-643-3490  

［区分］東北農業・基盤技術（経営） 

［分類］技術及び行政・参考 
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［背景・ねらい］ 

直売所の競争激化で、農村女性起業（以下、女性起業）による直売所でも運営継続のた

め事業の多角化が重要となっている。女性起業では、女性自身が組織活動等で培った技術

を生かせるという強みがある一方、多くは自身の財産を持たず家庭責任が重いため、資金

投入や労働条件が制約され事業展開が制限されるという弱みがある。そこで、東北地域で

10 年以上の活動実績を持ち、直売以外の事業も行う女性起業（有人・常設直売所）の事例

において、設備投資や事業実施体制に着目し、多角化の特徴を踏まえ推進方向を提示する。 

 

［成果の内容・特徴］ 

１．直売以外の共通する事業は、農産加工や仕出し･総菜製造（以下、仕出し）、食堂運営

を含む加工調理事業、加工体験、農業体験を含む体験事業、給食への食材提供や出張販

売、会員宅配、食材卸を含む流通販売事業の三つに大別できる（表１）。  

２．多角化の過程では、第１に活用技術の範囲が、第２に市場の地理的範囲が拡大する。

第１は、女性の加工調理技術を生かし、直売所開設後の比較的早期に併設施設で加工調

理事業を始め、直売所の品揃えの充実や集客を図る過程である。直売所を中心とした売

上拡大の取組といえる。第２は、各種の流通販売事業で内外に販路を広げ、直売と関連

事業全体で売上拡大を図る過程である。青果物だけでなく当該直売所の特色ある加工・

仕出し品を含めた商品提案ができるため、販路開拓が容易になる（表１、図１）。 

３．加工調理事業は、提供する製品やサービスの種類に応じて施設を整備し許可を取得す

る必要があるが、女性起業では他機関や男性主導の生産者団体が運営する直売所に比

べ、施設を整備する資金の投入に制限が大きい。そのため、自己資金で整備する女性起

業は単年度の事業収益を充てることが多く、プレハブ等の簡易な施設により、段階的に

整備している（表２）。加工調理事業は続く流通販売事業の開始により一層の売上拡大

を実現する基盤となることから、直売所開設後早期に整備できるよう既存施設の活用や

関係機関の支援が適宜必要である（図１）。 

４．加工調理事業は、概ね部会制による部会員の明確な責務・作業分担で実施されている。

一方、他の事業では、実施責任者が必要な作業に直売所運営組織員を動員する体制がと

られている。これらの中で通常業務として実施される流通事業においても、組織代表が

実施責任者を兼任する直売所もあり（表３）、事業拡大で代表の社会的責務が増すなか、

代表の負担増を招いている。個々の組織員の労働制約が大きい女性起業では、各組織員

が都合に合わせて担えるよう、連絡調整や引継を含め必要な作業を細分化することで、

組織員の責務・作業分担による事業実施体制を構築する必要がある（図１）。 

 

［成果の活用面・留意点］ 

東北地域における女性起業の有人・常設直売所が、多角化により規模拡大を図る際の知見

として参考になる。 



 

 

［具体的データ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（澁谷美紀） 

［その他］ 

研究課題名：地域の条件を活かした水田・畑輪作を主体とする農業経営の発展方式の解明 

中課題整理番号：211a.2  

予算区分：基盤  

研究期間：2008～2010 年度 

研究担当者：澁谷美紀 

表１ 各事業の開始目的と開始までの年数 
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注：体験事業は関連機関の要請や顧客の
希望、作業適期等に合わせて不定期に実
施されることが多いため、さらなる事業
展開に結びつくことは少ない。  

注：1) 直売以外に実施している全事業数に応じて直売所を
３区分し（１事業、２～４事業、５事業以上）、実施責任者
を示した。2)加工調理事業の部会は、直売所運営組織の一部
の組織員で構成する下部組織。材料や資金の調達、収益配分
は部会内で行うが、販路はほぼ直売所かその流通販売事業の
み。3)「組織代表」は直売所運営組織の代表を、「組織役員」
は運営組織の他の役職を兼任していることを示す。  

表３ 事業の実施責任者 

Ａ，Ｂ Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ Ｇ，Ｈ，Ｉ

加工調理

農産加工 部会長(1)

担当者(1)

－ 部会長(1)

担当者(1)

食堂運営 － 部会長(2) 部会長(1)

当番(1) 担当者(1)

体験

組織代表(1)
担当者(1)

農業体験 － 組織代表(1) 担当者(3)

流通販売

－ 組織役員(1)
担当者(2)

組織代表(1)

担当者(1)

会員宅配 － 担当者(1) 担当者(2)
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注：1)数値は各直売所の施設数の合計。2)太字は加
工施設を、下線字は仕出し・総菜製造施設を、斜体
字は食堂施設を示す。  

表２ 施設整備にかかった年数  
直売所開設後の年数 1 2 4 5 6 7 8

自己資金の投入有り
（直売所Ａ、Ｈ、Ｉ）

自己資金の投入無し
（直売所Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｆ）
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資料：直売所聞き取り調査（2009～2010 年）。表２、表３、図１も同じ。 
注：1)表中の（）内数値は該当事例数。表３も同じ。2)表中の数値は直売所開設から事業開始までの年数。3)Ｅ～
Ｇの直売所は、これら各直売所に共通する事業以外に、「創作料理会」や「援農システム」など１～２の独自の事
業に取り組んでいる。 

表１ 各事業の開始目的と開始までの年数 

事業開始の主な目的

（複数回答） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

農産加工 品揃え(4)、余剰農産物の利用(1)、食文化継承(1) 3 2 0 2 2

仕出し・総菜製造 品揃え(2)、事業機会の拡大(2) 7 8 3

食堂運営 集客(4)、食文化継承(2) 0 0 0 0 0

加工体験 食文化継承(3)、食育(3)、交流(2)、事業機会の拡大(1) 3 0 2

農業体験 事業機会の拡大(3)、交流(2)、食育(2) 7 5 7

給食の食材提供 販路拡大(3)、食育(1) 6 6 5 7

出張販売 販路拡大(2) 8 4

会員宅配 販路拡大(3) 4 5 0

食材卸 販路拡大(3) 6 9 9
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